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   高額療養費制度の自己負担限度額引上げの中止を求める意見書 

 

 高額療養費制度は、所得に応じて医療費の自己負担額の上限を定める制度で、１

９７３年に後日返金方式で開始され、２００７年からは入院費用を、２０１２年か

らは外来診療も現物給付化するなど制度の充実が図られてきた。多くの国民にとっ

て、大きな病気や事故で高額な医療費がかかったときに治療を続けられる重要なセ

ーフティネットとなっている。 

政府は２０２３年末に閣議決定した「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋

（改革工程）」に、少子化対策の財源として高額療養費の見直しを盛り込んだ。しか

し、思いがけず大病を患ったり怪我をしたりすることは、どの世代にも起こりえる

ことであり、その際の自己負担が上がることは国民の不安を増大させ、少子化対策

にも逆行する。 

高額療養費の受給者は年間約７９５万人（国民の約１５人に１人）であり、限度

額を引上げた場合、負担増は広い範囲に影響が及ぶ。全国がん患者団体連合会など

３団体が呼び掛けた見直しを求めるオンライン署名数は１月２９日の開始から１週

間で７万５０００人を超えている。今年８月からの引上げについては、見送りが決

定した。ひとまず据え置かれることとなったが、高額療養費の自己負担限度額の引

上げは、がん等の治療による経済的負担、収入減少とともに治療を断念せざるを得

ない要因となり、患者の心身の負担にさらなる追い打ちをかけることになる。 

よって、中野区議会は、国会及び政府に対し、誰もが安心して医療に掛かること

ができる公的医療保険制度を保障するため、高額療養費制度の自己負担限度額の引

上げを行わないよう求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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